いばらき農産物地産地消推進事業（「地産地消推進員雇用対策事業」）実施要領
（目的）
第１条　県民の豊かな食生活の実現と地域農業の活性化を図るため，本県の新鮮で美味しい農産物の県民への供給を促進するとともに，愛着を持って本県産農産物を消費してもらう「地産地消」を推進するうえで，地域で生産された農産物を主に扱う直売所は大きな役割を担っている。

　　そのため，農産物直売所において，本県産農産物のＰＲ，消費者との交流促進を担う地産地消推進員を配置し，地産地消の推進を図る。

（事業の内容）
第２条　県民の豊かな食生活の実現と地域農業の活性化を図るため，従業員を雇用すること等を条件とする事業提案を農産物直売所から公募し，委託先を決定する。
２　いばらき農産物地産地消推進事業（以下「本事業」という。）に係る委託対象経費は，別記１のとおりとする。
（実施期間）
第３条　本事業は，農産物直売所への委託により実施することとし，事業期間は，委託契約の締結の日から当該年度の３月３１日までとする。

（委託対象者）
第４条　本事業の委託対象者は，茨城県内において通年営業する農産物及び加工品の直売所を運営する個人，法人及び団体（以下「団体等」という。）とする。

（事業の募集）
第５条　本事業の実施を希望する委託対象者は，茨城県知事（以下「知事」という。）あてに事業提案書を提出する。
２　事業提案書の提出方法，提出先，提出期限等は，年度ごとに別に定めるいばらき農産物地産
地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）に係る公募要領（以下「公募要領」という。）に従うものとする。
（委託者の決定）
第６条　知事は，前条の事業提案書の内容等について，事業提案審査基準（別記２）により審査し，委託対象者を決定する。
２　知事は，委託対象者を決定してから速やかに，委託対象者に対しては採用決定通知書（様式第１号）を送付し，委託対象として不採用とした者に対しては不採用決定通知書（様式第２号）を送付する。
（委託契約の締結）
第７条　前条第２項の採用決定通知書を受けた者（以下「委託予定者」という。）は，採用決定通知書に定められた日までに，知事が作成する事業実施計画書（様式第３号）の内容を確認のうえ，見積書（様式第４号）を知事あてに提出する。
２　委託予定者と締結する委託契約に係る委託金額は，各年度ごとに公募要領で定める金額を上限とする。
３　委託金額に占める人件費の割合は，５割以上８割以下とする。
４　知事は，見積書が予定価格の範囲内である場合には，委託契約書（別記３）により委託予定者と委託契約を締結する。
（離職者等の雇用）
第８条　受託者は，離職者等を新規雇用する際に，本人に失業者であることを確認する義務を負うものとする。
２　受託者は，委託契約の締結後に，離職者等と雇用契約を締結した場合には，雇用した者の氏名，雇用期間等について，採用状況報告書（様式第５号）を作成し，雇用契約を締結した日から１４日以内に知事あてに提出するものとする。
（状況報告）
第９条　受託者は，委託契約を締結した年度の１０月末現在の委託事業の遂行状況について，事業遂行状況報告書（様式第６号）を作成し，１１月２０日までに知事あてに提出しなければならない。
（概算払の請求）
第１０条　知事は，事業遂行上必要と認めた場合は，委託契約額のうち，９０％の金額までを概算払により交付することができる。
２　受託者は，前項の規定により概算払を受けようとするときは，概算払を必要とする理由を記載した概算払請求書（様式第７号）を知事に提出するものとする。
（実績報告）
第１１条　
　受託者は，委託事業が終了した場合，実績報告書（様式第８号）を作成し，業務完了の日から起算して３０日を経過した日又は委託契約年度の末日のいずれか早い日までに知事あて報告するものとする。
（委託料の額の確定）
第１２条　知事は，受託者から実績報告を受けたときは，遅滞なく当該事業の実施がこの契約の内容に適合するものであることを検査し，適合すると認めたときは，委託費の額を確定し，委託費の額の確定通知書（様式第９号）を通知するものとする。
（通帳の整備）
第１３条　受託者は，委託事業の実施に要する費用の支出について，別に通帳を整備して管理するものとする。
（書類の整備及び保存）
第１４条　受託者は，委託事業に係る委託費の使途を明らかにする帳簿及び証拠書類を整備し，事業完了の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。
（その他）
第１５条　この要領に定めるもののほか，本事業の実施につき必要な事項については，別に定めるところによるものとする。
付　則
この要領は，平成２４年３月１日から適用する。　
(別記１)

委託対象経費
	経費項目
	主な内容

	人件費
	賃金，通勤手当，社会保険料等

	研修費
	地産地消推進員に対する研修に要する費用。

研修参加費，研修用教材費等

	農産物ＰＲ費


	本県産農産物ＰＲに要する費用。

販促物作成費，試食品購入費，イベント出展経費，

ホームページ作成経費，地産地消推進員活動雑費
（ＰＯＰ作成経費等）

	交流会経費
	消費者との産地交流会に要する費用
会場使用料，食材費，バス借り上げ代，農家謝金等

	その他
	知事が必要と認めた経費


（別記２）

事業提案審査基準

　　　①審査委員

　　　　販売流通課アグリビジネス推進室長
　　　　販売流通課課長補佐（総括）

　　　　販売流通課課長補佐（技術総括）
　　　　販売流通課アグリビジネス推進室　室長補佐（技術総括）

　　　　販売流通課アグリビジネス推進室　室長補佐

　　　　その他　必要に応じて指定する

　　　②審査項目

各項目について５段階で評価

　５点　･･･　非常に優れている

　４点　･･･　やや優れている

　３点　･･･　普通

　２点　･･･　やや劣っている

　１点　･･･　劣っている
③審査表

	項　　　　目


	審査事項
	点数

	新規雇用者の募集方法
	ハローワークによる求人等適切な方法で行っているか
	

	新規雇用者の雇用期間，雇用条件
	雇用期間，雇用条件が，一定期間雇用者の生活の安定を図るものとなっているか
	

	新規雇用者に対する研修の方法


	研修の内容が，被雇用者が本県産農産物及び地産地消を推進するために適切なものとなっているか
	

	産地交流会の実施内容
	回数，参加者数，内容等が適切か
	

	事業執行体制
	委託事業を行うに当たり，必要な体制が組まれているか
	

	総合評価
	地域性等の上記のほか，特に評価できる点など総合的勘案事項
	

	合計
	


　　　

④審査結果

　　　　審査委員が審査した合計点数の高い者から順に，予算の範囲内で採用する。

（別記３）
平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）
委託契約書
  茨城県（以下「甲」という。）と　　　　　（以下「乙」という。）とは，平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）の委託について，次のとおり委託契約を締結する。
（委託事業）
第１条  甲は，次の事業（以下「委託事業」という。）の実施を乙に委託し，乙は，これを受託する。
  (１)委託事業名
　　　平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）委託
  (２)委託事業の内容
いばらき農産物地産地消推進事業（「地産地消推進員雇用対策事業」）実施要領（以下「実施要領」という。）及び平成２４年度いばらき農産物地産地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）委託仕様書（以下「仕様書」という。）のとおりとする。
 （３）委託期間
　　　契約締結日から平成○○年○月○○日まで
（委託事業の実施）
第２条  乙は，委託事業の実施に当たっては，実施要領及び仕様書に基づいて実施しなければならない。当該実施要領及び仕様書が変更された場合も同様とする。
２  前項のほか，乙は，委託事業の実施について，甲の指示に従わなければならない。
（委託費の限度額）
第３条  甲は，委託事業に要する費用（以下「委託費」という。）として，金　　　円
　（消費税及び地方消費税を含む。）を超えない範囲内で乙に支払うものとする。
（委託費の支払）
第４条  甲は，委託事業が終了し，その額が確定した後に乙の請求により支払うものとする。
２  甲は，乙の請求により必要があると認められる金額については，前項の規定にかかわらず，委託費の９０％以内の額を概算払することができる。
３  乙は，前項の概算払を請求するときは，実施要領第１０条第２項の規定により概算払請求書を甲に提出するものとする。
（契約保証金）
第５条　契約保証金は，茨城県財務規則第１３８条第２項第６号により免除する。
（業務遂行状況報告及び実績報告書）
第６条  乙は，委託契約締結後，実施要領第９条の規定により，事業遂行状況報告書を提出しなければならない。
２　乙は，委託事業が終了したとき（委託事業を中止又は廃止したときを含む）は，実施要領第１１条の規定により実績報告書を甲に提出しなければならない。
　　この場合において，第４条第２項の規定により概算払を受けたときは，併せて概算払精算書（茨城県財務規則の規定による帳票の様式（平成５年茨城県告示第４０４号）様式第１０２号）を添付するものとする。
（検査及び委託費の額の確定）
第７条  甲は，前条の規定により，乙から実績報告書の提出があったときは，遅滞なく，当該事業の実施がこの契約の内容に適合するものであるかどうかを検査し，適合すると認めたときは，委託費の額を確定し，乙に対して通知するものとする。
（過払金等の返還）
第８条  乙は，既に支払を受けた委託費が前条に規定する委託費の確定額を超えるとき又は，事業の実施により発生した収入が，委託費の確定額を上回った事業費を超えるときは，その超える金額について，甲の指示に従って返還するものとする。
（再委託の制限）
第９条  乙は，委託事業の達成のため，委託事業の一部を第三者に委託し，又は請け負わせることを必要とするときは，あらかじめ甲の承認を受けなければならない。
（契約違反による解除等）
第10条  甲は，乙がこの契約に違反したときは，この契約を一部変更し，又は解除することができるものとする
２　前項の規定により契約の解除があったときは，甲は既に支払った金額の全部又は一部の返還を請求することができるものとする。
３　当該解除によって生じた損害については，甲はその責めを負わないものとする。
（帳簿等の保存）
第11条  乙は，委託事業に係る経費について帳簿を備え，収入支出の額を記載し，金額の出納を明らかにしておかなければならない。
２　乙は，前項に係る帳簿・書類等を事業完了の翌年度から起算して５年間保存するものとする。
（秘密の保持）
第12条　乙は，委託事業の実施に関して知り得た事実を第三者に洩らしてはならない。
（個人情報の保護）
第13条　乙は，委託事業を処理するため個人情報を扱う場合には，茨城県個人情報の保護に関する条例（平成１７年茨城県条例第１号）第７条第２項及び第８条の規定の遵守に関し必要な措置を講ずるほか，別記特約事項を遵守しなければならない。　
（損害賠償責任）
第14条  乙は，委託事業の実施に関し，甲その他の者に損害を与えたときは，その責任を負わなければならない。
（実地調査の実施等）
第15条  甲は，必要があると認めたときは，乙の帳簿，書類その他の記録及び委託事業の状況について実地に調査できるものとする。
２  乙は，甲から委託事業の実施状況，委託費の使途その他必要な事項について報告を求められたときは，速やかに甲に報告しなければならない。
（改善の指示等）
第16条  甲は，委託事業の実施について改善する必要を認めたときは，その改善事項を乙に指示できるものとする。
（協　議）
第17条  この契約に定めるもののほか，委託事業の実施に関し必要な事項は，甲乙協議して定めるものとする。
  この契約を証するため，本書２通を作成し，甲乙記名押印のうえ，各１通を保有する。
平成　　年　　月　　日
                                    甲  　水戸市笠原町９７８番６
                                          茨城県知事    橋　本　　　昌
                                    乙      
別記
特約事項
１　受託者の責務
　　委託事業を実施するに当たっては，個人情報の保護の重要性を認識し，個人の権利利益の保護に充分留意して行うように努めること。
２　個人情報の収集の制限
　　委託事業を実施するために個人情報を収集するときは，委託事業の目的を達成するために必要な範囲内で行うこと。
３　不要情報の廃棄
　　委託事業の実施の過程で得た個人情報は，その者に係る事業が完結した年度から５年を経過したときは，速やかに廃棄すること。
４　個人情報の目的外利用及び外部提供の禁止
　　委託事業を実施するために収集，作成した個人情報は，委託事業を実施するためにのみ利用するものとし，他の目的のために使用し又は第三者に提供しないこと。
５　個人情報についての事故の報告
　　個人情報について外部への漏えいその他の事故が発生したときは，速やかに甲に報告し，その指示を受けること。
平成２４年度いばらき農産物地産地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）

委託仕様書
１　委託事業の内容等

（１）事業内容

　　本県産農産物のＰＲ，消費者との交流促進を行う地産地消推進員を雇用し，地産地消の
推進を図る。事業実施計画については，委託者が別に定める。

（２）実施期間
委託契約締結の日から平成２５年３月３１日までとする。

２　離職者等の雇用
ア　受託者は，委託事業実施にあたり，１名または２名の新規雇用を行うものとする。

イ　受託者は，新規雇用する予定の労働者の募集に当たっては，公共職業安定所の求人申込，文書による募集，直接募集等により，広く募集の公開に務めるものとする。

ウ　受託者と労働者との雇用契約の締結は，委託契約の締結の日以降，原則３ヶ月以内に行うものとする。

エ　新規雇用する労働者の雇用・就業期間は１年以内とし，更新は不可とする。

　　新規雇用する労働者の雇用・就業期間が６ヶ月以内である場合には，１回に限り更新を可能とする。

　　上記にかかわらず，新規雇用する労働者が被災求職者である場合は，２回以上の更新を可能とする。

オ　受託者は，労働者を新規雇用する際に，本人が失業者であるか否かの確認を行うものとする。なお，確認方法は，雇用保険受給資格者証，廃業届，履歴書，職務経歴書，その他失業者であることを証明できるものの提示を求めること等によることとする。

カ　受託者は，雇用保険及び労働者災害補償保険へ加入するものとする。

　　キ　受託者は地産地消推進員との雇用契約を締結後，採用した者の氏名，雇用期間等について，採用状況報告書（実施要領様式第５号）を作成し，速やかに知事あて報告するものとする。また，変更等があった場合は，同様式に準じて報告する。

３　地産地消推進員に対する研修

受託者は，雇用した者に対し，本県産農産物のＰＲ及び地産地消に必要な知識等に関する研修を実施するものとする。なお，県が実施する研修に参加させることで，研修の実施に代えることができる。

４　その他

この仕様書に定めのない事項については，委託者の指示によるものとする。
（様式第１号）
販流　　第　　　　　号
平成　　年　　月　　日
　○○○○○　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県知事　橋本　昌　　印
採 用 決 定 通 知 書
　先に提出のありました平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（「地産地消推進員雇用対策事業」）に係る事業提案につきましては，事業提案の内容を総合的に審査した結果，採用となりましたので，いばらき農産物地産地消推進事業（「地産地消推進員雇用対策事業」）実施要領第６条第２項に基づき，下記のとおり通知いたします。
記
　１　委託番号
　　　　○○－○番
　２　実施計画書　別紙のとおり
　３　見積書の提出

　　　実施計画書に基づき，見積書を作成し，平成○○年○月○日までに提出してください。
（様式第２号）
販流　　第　　　　　号
平成　　年　　月　　日
　○○○○○　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県知事　橋本　昌　　印
不採用決定通知書
　先に提出のありました平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（「地産地消推進員雇用対策事業」）に係る事業提案につきましては，事業提案の内容を総合的に審査した結果，不採用となりましたので，いばらき農産物地産地消推進事業（「地産地消推進員雇用対策事業」）実施要領第６条第２項に基づき，通知いたします。
（様式第３号）
平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（「地産地消推進員雇用対策事業」）
事業実施計画書
１　委託先

　（１）直売所名　

　（２）住　　所　

　（３）運営主体　

２　地産地消推進員の雇用

　（１）雇用人員　　名

　（２）雇用期間　

３　地産地消推進員に対する研修の実施

　　

４　産地交流会の実施

　（１）

　（２）

　（３）

（４）

（様式第４号）
見　積　書
　業務名　平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（「地産地消推進員雇用対策事業」）委託　　　
	
	 見　積
 金　額
	\○，○○○，○○○円
	


　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委託番号　○○－○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受託予定者の住所　○○○○○

事業所名　○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　○○　○○○○　印
　　茨城県知事　橋本　昌　殿
注１　見積金額は消費税額を含む金額を記載すること。
注２　見積金額の前に「￥」の記号を付すこと。
注３　不用の文字は消すこと。
　
（様式第５号）
年　　月　　日

茨城県知事　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（受託者名）

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成○○度いばらき農産物地産地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）

地産地消推進員採用状況報告書
　１　雇用の概要

	氏名
	年齢
	性別
	住　所
	雇用期間
	採用区分
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注１　年齢は採用日現在で記入願います。

注2 採用区分欄は次に該当するものを記入してください。

（1） 職業安定所を通じて採用した場合は「職安」と記入

（2） その他の方法により採用した場合は，具体的な募集の方法を記入

２　添付資料
（１）雇用されていることを確認できる書類（雇用契約書の写し等）
（２）雇用者が失業者であることを確認した書類（履歴書の写し等）
（様式第６号）
平成　　年　　月　　日
　茨城県知事　橋本　昌　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委託番号　○○－○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受託者の住所　○○○○○

直売所名　○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　○○　○○○○　印
事　業　遂　行　状　況　報　告　書
　○○年１１月末現在の事業遂行状況について，平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）実施要領第９条に基づき，下記のとおり報告します。
記
１　研修会の実施状況（内容，回数等を記入すること）
２　交流会の実施状況（予定についても記載すること）
	日
	場　所
	内　容
	参加者数
	経費

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


３　本県産農産物ＰＲの内容（内容，回数等を記入すること）

	月
	内　容
	経費（円）

	４
	
	

	５
	
	

	６
	
	

	７
	
	

	８
	
	

	９
	
	

	10
	
	


（様式第７号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
  茨城県知事 　　　　     殿
                                                 （受託者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　印
平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）
概算払請求書
　このことについて，平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）委託契約に基づき，委託費の概算払を請求します。
記
１　概算払を必要とする理由
２　月別所用見込額
	月
	所要見込額
	主な内容

	４
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	

	５
	
	

	６
	
	

	７
	
	

	８
	
	

	９
	
	

	１０
	
	

	１１
	
	

	１２
	
	

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	


３　概算払請求額
〈振込先〉 銀 行 名　　　：　　　　銀行
           支 店 名　　　：        支店
            口座種別・番号：（普通・当座）
名　　義（フリガナ）：

（様式第８号）
                                                                              　　　年　　月    日
　茨城県知事　　　　　　　殿
                                               　（受託者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　印
平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）
実績報告書
  平成　　年　　月　　日付けで委託契約を締結した標記事業については，下記のとおり終了しましたので報告します。
記
１　雇用実績関係
	事業費

	 人件費
  （割合%）
	新規雇用の失業者に係る人件費
	事業に従事する労働者数
	新規雇用の失業者数（割合）

	円

	円
%
	円

	人

	人



２　精算書
	 区　　分
	金額

	  契約額　　　　　①
	 円
	
	

	  概算払受領済額　②
	 円
	
	

	  年間所要額　　　③
	 円
	

	  過不足額　　　　③－②
	 円
	

	  契約残高　　　　③－①
	 円
	


　内訳

	   区　分
	 金 　額 （割 合）
	

	人件費
	 円
	

	研修費
	 円
	

	農産物ＰＲ費
	円
	

	交流会経費

	 円
	

	その他
	円
	

	 計
	 円
	


３　研修会の実施状況（内容，回数等を記入すること）

	日
	場　所
	内　容
	経費（円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


４　交流会の実績

	日
	場　所
	内　容
	参加者数
	経費（円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　※１　募集チラシ，実施時の写真を添付してください。
※２　事業実績のわかる書類等を添付してください。
５　本県産農産物ＰＲの内容

	月
	内　容
	経費（円）

	４
	
	

	５
	
	

	６
	
	

	７
	
	

	８
	
	

	９
	
	

	10
	
	

	11
	
	

	12
	
	

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	


※　事業実績のわかる書類等を添付すること
（様式第９号）
　販流第　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
　○○○○○　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県知事　橋本　昌　　印
委託費の額の確定通知書
　平成　　年　　月　　日付けで報告のあった実績報告書の内容を検査した結果，適当と認めたので，平成○○年度いばらき農産物地産地消推進事業（地産地消推進員雇用対策事業）委託契約に基づき，下記のとおり委託費の額を確定したので通知します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　１　委託事業名及び委託番号
　２　委託費の確定額
